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議案第  ４５  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新型コロナウイルスワクチンの４回目追加接種対象者の拡大

及びオミクロン株対応ワクチン接種の実施に伴い、接種体制の

確保に係る費用について、特に緊急を要したため、令和４年８

月１５日付けで令和４年度流山市一般会計補正予算（第５号）

について専決処分したので、その承認を求めるためである。  



専  決  処  分  書  

 

 令和４年度流山市一般会計補正予算（第５号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別冊のと

おり専決処分する。  

  令和４年８月１５日  

流山市長   井  崎  義  治    



議案第  ４７  号  

 

 

   流山市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて  

 流山市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）及び地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、職員の定

年を引き上げるとともに、管理監督職勤務上限年齢制及び定年

前再任用短時間勤務制を導入するほか、所要の改正を行うため

である。  



   流山市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例  

 流山市職員の定年等に関する条例（昭和５９年流山市条例第２３号）

の一部を次のように改正する。  

 題名の次に次の目次及び章名を付する。  

目次  

 第１章  総則（第１条）  

 第２章  定年制度（第２条─第５条）  

 第３章  管理監督職勤務上限年齢制（第６条─第１１条）  

 第４章  定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条）  

 第５章  雑則（第１４条）  

 附則  

第１章  総則  

 第１条中「）第２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３の

規定により」を「。以下「法」という。）第２２条の４第１項及び第２

項、第２２条の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第２８条の６

第１項から第３項まで並びに第２８条の７の規定に基づき」に改める。  

 第１条の次に次の章名を付する。  

   第２章  定年制度  

 第３条中「６０年」を「６５年」に改める。  

 第４条第１項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事

由がある」に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員

に」に、「その職員を当該」を「当該職員を当該定年退職日において従

事している」に、「引き続いて」を「、引き続き」に改め、同項各号列

記以外の部分に次のただし書を加える。  

ただし、第９条第１項から第４項までの規定により異動期間（第９

条第１項に規定する異動期間をいう。以下この項及び次項において同

じ。）（第９条第１項又は第２項の規定により延長された異動期間を

含む。）を延長した職員であって、定年退職日において管理監督職

（第 ６条 に規 定 する 職を いう 。 以下 この 条及 び 第３ 章に おいて同

じ。）を占めている職員については、第９条第１項又は第２項の規定

により当該異動期間を延長した場合であって、引き続き勤務させるこ

とについて市長の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、当該

職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算し



て３年を超えることができない。  

 第４条第１項第１号中「その」を「当該」に改め、「により」の次に

「生ずる欠員を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こ

と」に改め、同項第２号中「その職員」を「当該職員」に、「できない

とき」を「できず公務の運営に著しい支障が生ずること」に改め、同項

第３号中「その」を「当該」に、「とき」を「こと」に改め、同条第２

項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「あ

る」に改め、「ときは、」の次に「市長の承認を得て、これらの期限の

翌日から起算して」を加え、同項ただし書中「その」を「当該」に改

め、「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規定する職員にあって

は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を加

え、同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条第４項中

「任命権者は」の次に「、第１項の規定により引き続き勤務することと

された職員及び第２項の規定により期限が延長された職員について」を

加え、「第１項の事由が存しなくなった」を「第１項各号に掲げる事由

がなくなった」に、「その」を「当該」に、「繰り上げて退職させるこ

とができる」を「繰り上げるものとする」に改め、同条第５項中「市長

が」を「規則で」に改める。  

本則に次の３章を加える。  

第３章  管理監督職勤務上限年齢制  

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職）  

第６条  法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、流山市職

員の給与に関する条例（昭和２６年流山市条例第５号）第１８条の２

第１項に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職及び流山市上下

水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年流山市

条例第３０号）第４条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職

とする。  

（管理監督職勤務上限年齢）  

第７条  法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、

年齢６０年とする。  

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準）  

第８条  任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任

等（以下この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当



たっては、法第１３条  、第１５条  、第２３条の３、第２７条第１項  

及び第５６条に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければ

ならない。  

（１）当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づ

き、降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第

１０条において「降任等」という。）をしようとする職の属する職

制上の段階の標準的な職に係る法第１５条の２第１項第５号に規定

する標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」

という。）及び当該降任等をしようとする職についての適性を有す

ると認められる職に、降任等をすること。  

（２）人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又

は管理監督職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職の

うちできる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をするこ

と。  

（３）当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた

管理監督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する

管理監督職を占める職員（以下この号において「上位職職員」とい

う。）の他の職への降任等もする場合には、第１号に掲げる基準に

従った上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められ

る場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階

と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階

に属する職に、降任等をすること。  

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制

限の特例）  

第９条  任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職

員について、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占め

る管理監督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務

上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最初の４月１日まで

の間をいう。以下この章において同じ。）の末日の翌日から起算して

１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあって

は、当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項

において同じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職

を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせることがで



きる。  

（１）当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるた

め、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充す

ることができず公務の運営に著しい支障が生ずること。  

（２）当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、

当該職員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することがで

きず公務の運営に著しい支障が生ずること。  

（３）当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害とな

る特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務

の運営に著しい支障が生ずること。  

２  任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定

により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職

員について、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、

延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期

間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延長された当

該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項におい

て同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができる。

ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管

理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えること

ができない。  

３  任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる

場合を除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内

容が相互に類似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易

に補充することができない年齢別構成その他の特別の事情がある管理

監督職として規則で定める管理監督職をいう。以下この項において同

じ。）に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監督

職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標

準職務遂行能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認めら

れる職員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職

員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるた

め、当該職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員

を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認

めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌



日から起算して１年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き

続き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監督職を占めたまま

勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督職

群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任することができる。  

４  任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これら

の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占

める職員について前項に規定する事由があると認めるとき（第２項の

規定により延長された当該異動期間を更に延長することができるとき

を除く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（前３項

又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理

監督職を占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認

めるときは、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年

を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長することがで

きる。  

（異動期間の延長等に係る職員の同意）  

第１０条  任命権者は、前条第１項から第４項までの規定により異動期

間を延長する場合及び同条第３項の規定により他の管理監督職に降任

等をする場合には、あらかじめ職員の同意を得なければならない。  

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置）  

第１１条  任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合に

おいて、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が

消滅したときは、他の職への降任等をするものとする。  

第４章  定年前再任用短時間勤務制  

（定年前再任用短時間勤務職員の任用）  

第１２条  任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任

用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非

常勤職員が退職する場合を除く。）をした者（以下この条及び次条に

おいて「年齢６０年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その

他の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職（当該職

を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する

職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間

当たりの通常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条

及び次条において同じ。）に採用することができる。ただし、年齢６０



年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年

退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職

でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした

場合における定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この

限りでない。  

第１３条  任命権者は、前条本文の規定によるほか、組合（規則で定め

る組合をいう。）の年齢６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他

の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採用する

ことができる。  

２  前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。  

   第５章  雑則  

（雑則）  

第１４条  この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。  

 附則に次の２項を加える。  

（定年に関する経過措置）  

３  令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３

条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応

じ、同条中「６５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。  

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで  ６１年  

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで  ６２年  

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで  ６３年  

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで  ６４年  

（情報の提供及び勤務の意思の確認）  

４  任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除く。以下こ

の項において同じ。）が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度

（以下この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき

年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度

に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行う

べき年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤

務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過することとなった職員

（以下この項において「末日経過職員」という。）を除く。）にあっ



ては、当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期

間、末日経過職員にあっては、当該職員の異動等の日が属する年度

（当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））におい

て、当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後に適用さ

れる任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を提供する

ものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認する

よう努めるものとする。  

   附  則  

（施行期日）  

第１条  この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第

１１条の規定は、公布の日から施行する。  

（勤務延長に関する経過措置）  

第２条  任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）

前にこの条例による改正前の流山市職員の定年等に関する条例（以

下「旧条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定により勤務

することとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又

は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下この項にお

いて同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において

「旧条例勤務延長職員」という。）について、旧条例勤務延長期限

又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、

この条例による改正後の 流山市職員の定年等に関する条例 （以下

「新条例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認め

るときは、市長の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１

年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該

期限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定

年退職日の翌日から起算して３年を超えることができない。  

２  任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１

日、令和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項

において同じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日に

お け る 新 条 例 定 年 （ 新 条 例 第 ３ 条 に 規 定 す る 定 年 を い う 。 以 下

同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行日である

場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超

える職及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の規則で



定める職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新条例

第４条第１項若しくは第２項の規定、地方公務員法の一部を改正する

法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附

則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準

日の前日において同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施

行日である場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する

定年）に達している職員（当該規則で定める職にあっては、規則で定

める職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。  

３  新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による

勤務について準用する。  

（定年退職者等の再任用に関する経過措置）  

第３条  任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後

における最初の３月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて

「特定年齢到達年度の末日」という。）までの間にある者であって、

当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（旧

条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新た

に設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更され

た職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした

場合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項にお

いて同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定め

る情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当

該常時勤務を要する職に採用することができる。  

（１）施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者  

（２）旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条

第５項又は前条第１項の規定により勤務した後退職した者  

（３）２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を

除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過す

る日までの間にある者  

（４）２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を

除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過す

る日までの間に、旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改

正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第

１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項



の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項若し

くは次項、次条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは

第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用する

ことをいう。次項第６号において同じ。）をされたことがある者  

２  令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のう

ち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採

用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達している者

を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用

することができる。  

（１）施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者  

（２）施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務し

た後退職した者  

（３）施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、

令和３年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員

法」という。）第２２条の４第３項に規定する任期が満了したこと

により退職した者  

（４）施行日以後に新条例第１３条第１項の規定により採用された者の

うち、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方

公務員法第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより

退職した者  

（５）２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者

を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過

する日までの間にある者  

（６）２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者

を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過

する日までの間に、暫定再任用をされたことがある者  

３  前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超

えない範囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、

前２項の規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更新す

る者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならない。  

４  暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２

項、附則第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは



第２項の規定により採用された職員をいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員

の当該更新直前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の能

力評価及び業績評価の全体評語その他勤務の状況を示す事実に基づき

良好である場合に行うことができる。  

５  任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじ

め当該暫定再任用職員の同意を得なければならない。  

第４条  任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（規則で定め

る組合をいう。以下同じ。）における同項各号に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しよ

うとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年に達している者を、従

前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を

超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用するこ

とができる。  

２  令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定に

よるほか、組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時

勤務を要する職に係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績

その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲

内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。  

３  前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用

する。  

第５条  任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかか

わらず、附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度

の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間

勤務の職（新条例第１２条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同

じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、

常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占

めているものとした場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設

置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が

変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置

されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤

務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとした



ときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第

１項において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規

則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。  

２  令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第  

２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げ

る者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当

該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢

（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が

当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における

新条例定年をいう。次条第２項及び附則第１０条において同じ。）に

達している者（新条例第１２条の規定により当該短時間勤務の職に採

用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で

定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

め、当該短時間勤務の職に採用することができる。  

３  前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定

を準用する。  

第６条  任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第

２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４

項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第１項各号に掲げる

者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該

者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達

している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選

考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職

に採用することができる。  

２  令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定に

よるほか、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地

方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、組合における附

則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日まで

の間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に

係る新条例定年相当年齢に達している者（新条例第１３条第１項の規

定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）

を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、



１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用する

ことができる。  

３  前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定

を準用する。  

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢）  

第７条  令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲

げる職とする。  

（１）施行日以後に新たに設置された職  

（２）施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職  

２  令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規

定する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧

条例第３条に規定する定年に準じた当該職に係る年齢とする。  

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する

新地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢）  

第８条  令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される

場合における令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替え

て適用する新地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、

次に掲げる職とする。  

（１）施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職  

（２）施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の

職  

２  令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合

における令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適

用する法第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する

職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職

を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職

と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた

前項に規定する職に係る年齢とする。  

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定

める者及び職員）  

第９条  令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲

げる職のうち、当該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が

適用される間における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以



下この条において同じ。）の前日に設置されていたものとした場合に

おいて、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例定

年を超える職とする。  

（１）基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。）  

（２）基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤

務の職を含む。）  

２  令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定

する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同

日における当該職に係る新条例定年に達している者とする。  

３  令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に

規定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合におい

て、同日における当該職に係る新条例定年に達している職員とする。  

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）  

第１０条  任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１

日、令和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条

において同じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日に

おける新条例定年相当年齢が基準日の前日における新条例定年相当年

齢を超える短時間勤務の職及びこれに相当する基準日以後に設置され

た短時間勤務の職その他の規則で定める短時間勤務の職（以下この条

において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）

に、基準日の前日までに新条例第１２条に規定する年齢６０年以上退

職者となった者（基準日前から新条例第４条第１項又は第２項の規定

により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日

の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時

間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している者（当該規則で定め

る短時間勤務の職にあっては、規則で定める者）を、新条例第１２条

又は第１３条第１項の規定により採用することができず、新条例原則

定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第１２条又は第１３条第

１項の規定により採用された職員（以下この条において「定年前再任

用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日にお

ける当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定

年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該規則で定

める短時間勤務の職にあっては、規則で定める定年前再任用短時間勤



務職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。  

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢）  

第１１条  令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年

齢は、年齢６０年とする。  

（流山市職員の再任用に関する条例の廃止）  

第１２条  流山市職員の再任用に関する条例（平成１４年流山市条例第

３号）は、廃止する。  

 

 



議案第  ４８  号  

 

 

流山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

流山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定する。  

令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）及び地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、定年引上

げ後における６０歳を超える職員の給与に関する特例等を定め

るためである。  

  



流山市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

 流山市職員の給与に関する条例（昭和２６年流山市条例第５号）の一

部を次のように改正する。  

第５条の２第１項中「法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又

は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以

下「再任用職員」という。）」を「法第２２条の４第１項又は第２２条

の５第１項の規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤

務職員」という。）」に、「給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額

のうち、その者の属する職務の級に応じた」を「当該定年前再任用短時

間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲

げる基準給料月額のうち、第４条第２項の規定により当該定年前再任用

短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、勤務時間条例第２条第

２項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務時

間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た」に改

め、同条第２項を削る。  

第７条の３中「短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。  

第９条第３項中「行政職給料表」を「給料表」に改める。  

第１０条の３第１項第１号中「第２号」を「次号」に改め、同条第２

項第２号中「第１号」を「前号」に改める。  

第１１条第１項第１号中「以下」の次に「この項から第３項までにお

いて」を加え、同項第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、

同条第２項第１号中「その者」を「当該職員」に、「以下」を「次項に

おいて」に改め、同項第２号中「短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同条第３項中「交通機関等（以下」を「交通機

関等（第１号及び次項において」に、「以下同じ」を「第１号及び次項

において同じ」に改め、同項第１号本文中「その者」を「当該職員」に

改め、同号ただし書中「以下」の次に「この号において」を加え、「そ

の者」を「当該職員」に改める。  

第１４条第１項中「場合は」を「場合には、」に改め、同条第２項中

「短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第

４項中「（第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を

削り、同項第１号中「場合は」を「場合には」に改め、同条第５項第１



号中「場合は」を「場合には」に改める。  

第１９条第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第５項中「行

政職給料表」を「給料表」に改める。  

第２０条第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に、「その

者」を「当該職員」に改め、同条第２項各号中「再任用職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改める。  

第２１条第１項中「規定は」を「規定は、」に改め、同条第２項中「第

８条」を「第４条第３項から第９項まで、第５条、第８条」に、「再任

用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

第２２条第６項中「第１９条第１項の」を「同項の」に改める。  

附則に次の７項を加える。  

９  当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後にお

ける最初の４月１日（附則第１１項において「特定日」という。）以

後、当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第４条第２項の

規定により当該職員の属する職務の級並びに同条第３項、第５項及び

第６項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に１００分の

７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを

１００円に切り上げるものとする。）とする。  

１０  前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。  

（１）臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職員

及び非常勤職員  

（２）流山市職員の定年等に関する条例（昭和５９年流山市条例第２３

号）第９条第１項又は第２項の規定により法第２８条の２第１項に

規定する異動期間（同条例第９条第１項又は第２項の規定により延

長された期間を含む。）を延長された同条例第６条に規定する職を

占める職員  

（３）流山市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定

により勤務している職員（同条例第２条に規定する定年退職日にお

いて前項の規定が適用されていた職員を除く。）  

１１  法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員

であって、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第



１３項において「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料

表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第９項の規定により当該

職員の受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」とい

う。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の

７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを

１００円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎給料月

額」という。）に達しないこととなる職員（規則で定める職員を除  

 く。）には、当分の間、特定日以後、附則第９項の規定により当該職

員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額

に相当する額を給料として支給する。  

１２  前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける

給料月額との合計額が第４条第２項の規定により当該職員の属する職

務の級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規

定の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあ

るのは、「第４条第２項の規定により当該職員の属する職務の級にお

ける最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。  

１３  異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第９

項の規定の適用を受ける職員に限り、附則第１１項に規定する職員を

除く。）であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡

上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給

料月額のほか、規則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算

出した額を給料として支給する。  

１４  附則第１１項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の

附則第９項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮し

て当該給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員

には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めると

ころにより、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

１５  附則第９項から前項までに定めるもののほか、附則第９項の規定

による給料月額、附則第１１項の規定による給料その他附則第９項か

ら前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

別表第１中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員以外の職員」に、  



「  

再 任

用 職

員  

 1 8 7 , 7 0 0  2 1 5 , 2 0 0 2 5 5 , 2 0 0 2 7 4 , 6 0 0 2 8 9 , 7 0 0 3 1 5 , 1 0 0 3 5 6 , 8 0 0 3 8 9 , 9 0 0 

                               」  

を  

「  

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員  

 基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

基 準

給 料

月 額  

円  

1 8 7 , 7 0 0 

円  

2 1 5 , 2 0 0 

円  

2 5 5 , 2 0 0 

円  

2 7 4 , 6 0 0 

円  

2 8 9 , 7 0 0 

円  

3 1 5 , 1 0 0 

円  

3 5 6 , 8 0 0 

円  

3 8 9 , 9 0 0 

                               」  

に改める。  

附  則  

（施行期日）  

第１条  この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

第２条  改正後の流山市職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」

という。）附則第９項から第１５項までの規定は、地方公務員法の一

部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「改正法」という。）

附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用

しない。  

第３条  改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項若しく

は第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第

３項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）

（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める暫定再任用職員（以下この条におい

て「暫定再任用短時間勤務職員」という。）を除く。以下この項にお

いて同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が同法第２２条の４



第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用

される流山市職員の給与に関する条例第３条第１項に規定する給料表

の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同

条例第４条第２項の規定により当該暫定再任用職員の属する職務の級

に応じた額とする。  

２  暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤

務職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用さ

れる流山市職員の給与に関する条例第３条第１項に規定する給料表の

定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条

例第４条第２項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属する

職務の級に応じた額に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成

７年流山市条例第７号）第２条第２項の規定により定められた当該暫

定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額とする。  

３  暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみな

して、新給与条例第７条の３、第１１条第２項及び第１４条第２項の

規定を適用する。  

４  暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給

与条例第１９条第３項の規定を適用する。  

５  新給与条例第２０条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合

における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総

額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前

再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及

び地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則

第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条

第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定により

採用された職員（次号において「暫定再任用職員」という。）」と、

同項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再

任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。  

６  新給 与 条 例 第４条第３項から第９項まで、第５条、第８条から第

１０条まで及び第１０条の３の規定は、暫定再任用職員には適用しな

い。  



７  前条及び前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な

事項は、規則で定める。  

（その他の経過措置の規則への委任）  

第４条  前２条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過

措置は、規則で定める。  



議案第  ４９  号  

 

 

   職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整理等に関する条例の制

定について  

 職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整理等に関する条例を別紙の

とおり制定する。  

  令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）及び地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、定年引上

げ後の関係条例の整理等を行うためである。  

  



   職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整理等に関する条例  

 （職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）  

第１条  職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２８年流山市条

例第４８号）の一部を次のように改正する。  

  第３条中「給料」を「その発令の日に受ける給料及びこれに対する

地域手当の合計額」に改め、同条に後段として次のように加える。  

   この場合において、その減ずる額が現に受ける給料及びこれに対

する地域手当の合計額の１０分の１に相当する額を超えるときは、

当該額を減ずるものとする。  

 （職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正）  

第２条  職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和３０年流

山市条例第５９号）の一部を次のように改正する。  

  第１条中「第２８条第３項」を「第２７条第２項並びに第２８条第

３項」に、「降任、免職及び休職」を「降給の事由並びに職員の意に

反する降任、免職、休職及び降給」に改める。  

  第６条を第９条とし、第３条から第５条までを３条ずつ繰り下げる。  

  第２条の見出し中「及び休職」を「、休職及び降給」に改め、同条

第１項中「又は休職」を「、休職又は降給」に改め、同条を第５条と

し、第１条の次に次の３条を加える。  

  （降給の種類）  

 第２条  降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の

級を同一の給料表（流山市職員の給与に関する条例（昭和２６年

流山市条例第５号）第３条第１項の給料表をいう。以下同じ。）

の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及び降号

（職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の級の下位の

号給に変更することをいう。以下同じ。）並びに法第２８条の２

第１項に規定する降給（同項本文の規定による他の職への転任に

より現に属する職務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分

類されている職務を遂行することとなった場合において、降格す

ることをいう。）とする。  

  （降格の事由）  

 第３条  任命権者は、職員が降任により現に属する職務の級より同一

の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行すること



となった場合のほか、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当す

る場合（職員が降任された場合を除く。）において、必要がある

と認めるときは、当該職員を降格するものとする。  

 （１）人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、勤務実績がよ

くないと認められる場合において、指導その他の任命権者が必要

と認める措置を行ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない

状態が改善されないときであって、当該職員がその職務の級に分

類されている職務を遂行することが困難であると認められるとき。  

 （２）心身の故障があると診断され、その故障のため職務の遂行に支

障があり、又はこれに堪えないことが明らかな場合  

 （３）前２号に規定する場合のほか、職員がその職務の級に分類され

ている職務を遂行することについての適格性を判断するに足りる

と認められる事実に基づき、当該適格性を欠くと認められる場合

において、指導その他の任命権者が必要と認める措置を行ったに

もかかわらず、当該適格性を欠く状態がなお改善されないとき。  

  （降号の事由）  

 第４条  任命権者は、人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、

勤務実績がよくないと認められる場合であり、かつ、その職務の

級に分類されている職務を遂行することが可能であると認められ

る場合であって、指導その他の任命権者が必要と認める措置を行

ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない状態が改善されな

い場合において、必要があると認めるときは、当該職員を降号す

るものとする。  

  附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付

し、附則に次の見出し及び３項を加える。  

  （経過措置）  

 ２  流山市職員の給与に関する条例附則第９項の規定の適用を受ける

職員に対する第２条の規定の適用については、当分の間、同条中

「とする」とあるのは、「並びに同条例附則第９項の規定による

降給とする」とする。  

 ３  第５条第１項及び第２項の規定は、流山市職員の給与に関する条

例附則第９項の規定による降給の場合には、適用しない。この場

合において、同項の規定の適用を受ける職員には、同項の規定の



適用により給料月額が異動することとなった旨の通知を行うもの

とする。  

 ４  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項に

規 定す る 企 業 職 員 及び 地 方 公 営 企 業等 の 労 働 関 係 に 関 す る 法律

（昭和２７年法律第２８９号）附則第５項の規定の適用を受ける

職員の降給については、この条例の規定を準用する。  

 （流山市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

改正）  

第３条  流山市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例

（昭和４３年流山市条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」

に改める。  

  第７条第１号及び第２号中「以下」の次に「この条において」を加

える。  

  第１６条中「非常勤のもの」を「非常勤職員（地方公務員法第２２

条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員

（次 条に おい て 「定 年前 再任 用 短時 間勤 務職 員 」と いう 。）を除

く。）」に改める。  

  第１７条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同条中「地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の

５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

 （流山市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）  

第４条  流山市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和５２年流山市条

例第９号）の一部を次のように改正する。  

  第４条第１項中「、給与条例第６条」を「、同条」に改め、同条第

２項中「給与条例第５条の２第２項に規定する短時間勤務職員」を

「地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員」に改める。  

  別表中「第１５条に定める者」を「第１５条第１項第１号に規定す

る指導監督又は同項第２号に規定する現業の業務に従事する社会福祉

主事」に改める。  

 （職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）  



第５条  職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年流山市条例第

７号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第２項中「第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定

により採用された職員」に、「短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改める。  

  第３条及び第４条第２項中「短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改める。  

  第８条の２第５項中「前４項」を「前各項」に改める。  

  第１２条第１項第１号及び第１９条中「短時間勤務職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改める。  

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条

例の一部改正）  

第６条  外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る条例（平成９年流山市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の４第１項の規定により採用された職員を除く。）」を

削り、同項第２号中「（前号に掲げる職員を除く。）」を削り、同項

第３ 号中 「地 方 公務 員法 」を 「 地方 公務 員法 （ 昭和 ２５ 年法律第  

２６１号）」に改め、同項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の

１号を加える。  

 （５）流山市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項まで

の規定により異動期間（これらの規定により延長された期間を含

む。）を延長された管理監督職を占める職員  

  第４条第１項中「第３条第２項」を「第３条第４号」に、「以下第

６条まで」を「以下この条から第６条まで」に改める。  

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）  

第７条  公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年流山

市条例第３６号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第２項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加え

る。  

 （５）流山市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項まで

の規定により異動期間（これらの規定により延長された期間を含



む。）を延長された管理監督職を占める職員  

  第４条中「第３条第２項」を「第３条第４号」に、「以下第６条ま

で」を「以下この条から第６条まで」に改める。  

 （流山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）  

第８条  流山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７

年流山市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  

  第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、

「同法」を「法」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

２  第１条の規定による改正後の職員の懲戒の手続及び効果に関する条

例第３条の規定は、この条例の施行の日以後にした減給の処分につい

て適用し、同日前にした減給の処分については、なお従前の例による。  

 （流山市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部

改正に伴う経過措置）  

３  地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則

第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条

第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定により

採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）で地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの（第５項及び第６項において「暫定再任用短時

間勤務職員」という。）は、定年前再任用短時間勤務職員（同法第  

２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職

員をいう。第５項において同じ。）とみなして、第３条の規定による

改正後の流山市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例

（次項において「新上下水道職員給与等条例」という。）第１６条の

規定を適用する。  

４  暫定再任用職員については、新上下水道職員給与等条例第５条、第

６条及び第６条の３の規定は、適用しない。  

 （職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

５  暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみな



して、第５条の規定による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する

条例の規定を適用する。  

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条

例の一部改正に伴う経過措置）  

６  第６条の規定による改正後の外国の地方公共団体の機関等に派遣さ

れる職員の処遇等に関する条例（次項において「新外国派遣条例」と

いう。）第２条第２項第１号の規定は、暫定再任用職員（暫定再任用

短時間勤務職員を除く。第８項において同じ。）には適用しない。  

７  地方公務員法の一部を改正する法律附則第３条第５項又は第６項の

規定により勤務している職員は、流山市職員の定年等に関する条例

（昭和５９年流山市条例第２３号）第４条第１項の規定により引き続

いて勤務させることとされ、又は同条第２項の規定により期限を延長

することとされている職員とみなして、新外国派遣条例の規定を適用

する。  

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）  

８  第７条の規定による改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例（次項において「新公益法人等派遣条例」という。）第２条第

２項第１号の規定は、暫定再任用職員には適用しない。  

９  地方公務員法の一部を改正する法律附則第３条第５項又は第６項の

規定により勤務している職員は、流山市職員の定年等に関する条例第

４条第１項の規定により引き続いて勤務させることとされ、又は同条

第２項の規定により期限を延長することとされている職員とみなして、

新公益法人等派遣条例の規定を適用する。  



議案第  ５０  号  

 

 

   流山市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について  

流山市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定する。  

  令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）の一部改正に伴い、育児休業の取得回数制限の緩和に係る

改正を行うほか、非常勤職員の育児休業等について定めるため

である。  

 



   流山市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

第１条  流山市職員の育児休業等に関する条例（平成４年流山市条例第

２号）の一部を次のように改正する。  

  第１条中「第５条第２項」の次に「（育児休業法第１９条第３項に

おいて準用する場合を含む。）」を加え、「同法」を「育児休業法」

に改める。  

  第２条に次の１号を加える。  

 （３）非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の非常

勤職員  

   ア  次のいずれにも該当する非常勤職員  

   （ア）その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子を

いう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６

か月到達日」という。）（当該子の出生の日から第３条の２

に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては

当該期間の末日から６月を経過する日、第２条の４の規定に

該当する場合にあっては当該子が２歳に達する日）までに、

その任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のも

の）が満了すること及び引き続いて採用されないことが明ら

かでない非常勤職員  

   （イ）勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員  

   イ  次のいずれかに該当する非常勤職員  

   （ア）その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」と

いう。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２

号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日。以下（ア）において同じ。）において育児休

業をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合

に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとするもの  

   （イ）その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を

している場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期

の満了後引き続いて採用されることに伴い、当該育児休業に

係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採



用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

るもの  

  第２条の３を次のように改める。  

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める日）  

 第２条の３  育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。  

 （１）次号及び第３号に掲げる場合以外の場合  非常勤職員の養育す

る子の１歳到達日  

 （２）非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する

子の１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育するた

めに育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この条

及び次条において「地方等育児休業」という。）をしている場合

において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとす

る場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到

達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前

である場合を除く。）  当該子が１歳２か月に達する日（当該日

が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等

可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数

をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該

非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第

１項及び第２項の規定により勤務しなかった日数と当該子につい

て育児休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日

数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する日）  

 （３）１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員

が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子について

この号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合であって

第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場

合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場合にあって

はウに掲げる場合に該当する場合）  当該子の１歳６か月到達日  

   ア  当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の

配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当



してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該

育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌

日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合

に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等

育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとする場合  

   イ  当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当

該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日）において育児休業をしている場合

又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶

者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してする

地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日）において地方

等育児休業をしている場合  

   ウ  当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが

継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で

定める場合に該当する場合  

   エ  当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当

該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げる

場合に該当して育児休業をしたことがない場合  

  第２条の３の次に次の１条を加える。  

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）  

 第２条の４  育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６

か月から２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号

に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の

規定に該当して育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げ

る事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる場合に該当する

場合、規則で定める特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる



場合に該当する場合）とする。  

 （１）当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常

勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場

合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等

育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとする場合  

 （２）当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日

において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳６か月到達日において地方等育児休業をしている場

合  

 （３）当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をするこ

とが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則

で定める場合に該当する場合  

 （４）当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日

後の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことが

ない場合  

  第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、同条に次の２号を加

える。  

 （６）第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は前条の規定

に該当すること。  

 （７）任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育児

休業の期間の末日とする育児休業をしているものが、当該任期を

更新され、又は当該任期の満了後引き続いて採用されることに伴

い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の

翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとすること。  

  第３条の次に次の１条を加える。  

  （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間）  

 第３条の２  育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期

間を基準として条例で定める期間は、５７日間とする。  

  第９条を次のように改める。  

  （部分休業をすることができない職員）  



 第９条  育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、勤務日の

日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職員

以外の非常勤職員（地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務職員」という。）を

除く。）とする。  

  第１０条第１項中「正規の勤務時間」を「職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成７年流山市条例第７号。以下「勤務時間条例」と

いう。）第８条第１項に規定する正規の勤務時間（非常勤職員（短時

間勤務職員を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非

常勤職員について定められた勤務時間）」に改め、同条第２項中「職

員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年流山市条例第７号。以

下「勤務時間条例」という。）」を「労働基準法第６７条の規定によ

る育児時間若しくは勤務時間条例」に、「として育児時間」を「とし

ての育児時間（以下これらを「育児時間」という。）」に、「介護時

間を承認されている職員」を「介護時間の承認を受けて勤務しない職

員（非常勤職員を除く。）」に改め、同条に次の１項を加える。  

 ３  非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当

該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間

４５分を減じた時間を超えない範囲内（当該非常勤職員が育児時

間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条第３２項にお

いて読み替えて準用する同条第２９項の規定による介護をするた

めの時間若しくはこれに相当する休暇として規則で定める休暇と

しての時間（以下これらを「介護をするための時間」という。）

の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超えない

範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をするた

めの時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内）で行うものとする。  

  第１１条中「同条例」を「給与条例」に改める。  

  第１２条を次のように改める。  

  （部分休業の承認の取消事由）  

 第１２条  育児休業法第１９条第３項において準用する育児休業法第

５条第２項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。  



 （１）部分休業をしている職員について当該部分休業に係る子以外の

子に係る部分休業を承認しようとするとき。  

 （２）部分休業をしている職員について当該部分休業の内容と異なる

内容の部分休業を承認しようとするとき。  

第２条  流山市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正

する。  

  第２条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。  

 （３）流山市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項まで

の規定により異動期間（これらの規定により延長された期間を含

む。）を延長された管理監督職を占める職員  

  第９条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改め

る。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条及び次項の規定は

令和５年４月１日から施行する。  

 （定年引上げ等に伴う経過措置）  

２  第２条の規定による改正後の流山市職員の育児休業等に関する条例

第２条（第２号に係る部分に限る。）の規定は、同号中「第４条第１

項又は第２項」とあるのは、「第４条第１項若しくは第２項の規定又

は地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則

第３条第５項若しくは第６項」と読み替えて、地方公務員法の一部を

改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第３条第５項若しくは第

６項の規定により引き続いて勤務している職員に対して適用する。  



議案第  ５１  号  

 

 

流山市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

流山市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第４４号）に

よる建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の一部改正に伴

い、引用条文の整理を行うためである。  

  



流山市手数料条例の一部を改正する条例  

流山市手数料条例（平成１２年流山市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。  

別表第９の２３の項中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改

め、同表２３の２の項中「第８５条第６項」を「第８５条第７項」に改

め、同表３３の４の項中「第８７条の３第５項」を「第８７条の３第６

項」に改め、同表３３の５の項中「第８７条の３第６項」を「第８７条

の３第７項」に改める。  

附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  



議案第  ５２  号  

 

 

工事請負契約の締結について  

市は、次の工事請負契約を締結する。  

令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

１  契 約 の 名 称  （仮称）流山市立市野谷小学校新築工事  

２  契 約 の 方 法  一般競争入札  

３  契 約 の 金 額  ４，２８４，５００，０００円  

（消費税及び地方消費税を含む。）  

４  契約の相手方  千葉県千葉市美浜区ひび野一丁目４番３  

          新日本・安田特定建設工事共同企業体  

          構成員  千葉県千葉市美浜区ひび野一丁目４番３  

         （代表者）新日本建設株式会社  

              代表取締役  髙見  克司  

          構成員  流山市前ケ崎６８５番地の２９  

              株式会社安田建設  

              代表取締役  安田  進一  

           



参考資料  

 

（仮称）流山市立市野谷小学校新築工事概要  

 

１  工事場所  流山市市野谷２８５番ほか  

 

２  概   要  

（１）工 事 概 要 新設小学校新築工事に係る建築工事、電気設備工  

事及び機械設備工事  

（２）構 造 ・ 規 模  

ア  敷地面積  ２０，０００．１２平方メートル  

イ  建築面積   ４，８７１．６６平方メートル  

ウ  延べ面積  １２，１８７．４２平方メートル  

（３）棟 別 詳 細  

ア  校舎棟  

鉄筋コンクリート造一部鉄骨造  地上４階建て  

延べ面積  １２，１０１．３９平方メートル  

イ  屋外倉庫棟  

鉄骨造  地上１階建て  

延べ面積      ７５．５３平方メートル  

ウ  ポンプ室  

鉄骨造  地上１階建て  

延べ面積      １０．５０平方メートル  

 

３  工   期  議会の議決の日の翌日から令和６年２月２８日まで  

 

４  設   計  東京都文京区白山三丁目１番８号  

       株式会社ＩＮＡ新建築研究所  

 

５  施   工  千葉県千葉市美浜区ひび野一丁目４番３  

       新日本・安田特定建設工事共同企業体  

         

           



６  工 事 費 ４，２８４，５００，０００円  

（消費税及び地方消費税を含む。）  

 

  入札金額  ３，８９５，０００，０００円（税抜）  

  請負代金額 ４，２８４，５００，０００円（税込） 《 消 費 税 率 １ ０ ％ 》 

  うち取引に係る  （３８９，５００，０００円）  

消費税及び地方消費税の額 

 



会 社 名

代 表 者

自 己 資 本 額

所 在 地 本　　　　　社

営 業 種 目

区　　　分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

過 去 ２ か 年 の 令和２年３月期 8,631,870 47,223,308 55,855,178

平 均 完 成 工 事 高 令和３年３月期 5,540,923 44,073,946 49,614,869

平　　　均 7,086,397 45,648,627 52,735,024

　工 事 名

  発 注 者 流山市

  工事金額 １，０４３，４６０，０００円

  工　　期 令和元年７月１１日から令和２年８月１５日まで

  受注形態 元請

　工 事 名

  発 注 者 東京都財務局

  工事金額 ２，９６６，５００，８４０円

  工　　期

  受注形態 元請

　工 事 名

  発 注 者 千葉県習志野市

  工事金額 ２，８５６，６００，０００円

  工　　期

  受注形態 元請

谷津小学校全面改築工事（建築工事）

平成３０年９月２９日から令和２年８月１４日まで

過去の主な工事経歴

流山市立八木北小学校校舎増築工事（建築工事・電気
設備工事）

都立水元特別支援学校（３０）改築工事

平成３０年６月２７日から令和２年７月３０日まで

平成３０年５月２３日　国土交通大臣許可（特－３０）第７０７４号

共同住宅・官公庁等の建設事業、マンション等の分譲・賃貸、商業施設
等の企画開発事業

大工工事業、左官工事業、石工事業、屋根工事業、電気工事業、タイ
ル・れんが・ブロツク工事業、鋼構造物工事業、鉄筋工事業、しゆんせ
つ工事業、板金工事業、ガラス工事業、塗装工事業、防水工事業、内装
仕上工事業、熱絶縁工事業、建具工事業、解体工事業

建築工事業、土木工事業、管工事業、とび・土工工事業、水道施設工事
業、舗装工事業

業    者    経    歴    表

新日本建設株式会社

代表取締役　髙見　克司

７７，５９９，６６９千円　(資本金額 ３，６６５，３９０千円）

千葉県千葉市美浜区ひび野一丁目４番３

平成２９年８月１７日　国土交通大臣許可（特－２９）第７０７４号

許 可 年 月 日
及 び 番 号



会 社 名

代 表 者

自 己 資 本 額

所 在 地 本　　　　　社

営 業 種 目

区　　　分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

過 去 ２ か 年 の 令和２年３月期 0 1,252,060 1,252,060

平 均 完 成 工 事 高 令和３年３月期 0 546,301 546,301

平　　　均 0 899,181 899,181

　工 事 名

  発 注 者

  工事金額

  工　　期

  受注形態

　工 事 名

  発 注 者

  工事金額

  工　　期

  受注形態

　工 事 名

  発 注 者

  工事金額

  工　　期

  受注形態 元請

学校法人根本学園

３７９，５００，０００円

令和３年６月１１日から同年１２月３１日まで

元請

社会福祉法人ありがとう

３９６，０００，０００円

土木工事・建築工事等の総合建設業

過去の主な工事経歴

八木幼稚園改築工事

（仮称）ＨＡＬＯ保育園新築工事

令和元年９月３０日から令和２年２月２２日まで

（仮称）東進ワールドキッズ守谷保育園新築工事

平成３０年１２月１０日から令和元年６月３０日まで

元請

社会福祉法人東進

３１２，１２０，０００円

業    者    経    歴    表

株式会社安田建設

代表取締役　安田　進一

１２４，４１７千円　(資本金額 ２０，０００千円）

千葉県流山市前ケ崎６８５番地の２９

平成３０年１０月２１日　千葉県知事許可（特－３０）第２９６３８号

許 可 年 月 日
及 び 番 号

土木工事業、建築工事業、大工工事業、左官工事業、とび・土工工事業、
石工事業、屋根工事業、タイル・れんが・ブロツク工事業、鋼構造物工事
業、鉄筋工事業、舗装工事業、しゆんせつ工事業、板金工事業、ガラス工
事業、塗装工事業、防水工事業、内装仕上工事業、熱絶縁工事業、建具工
事業、水道施設工事業、解体工事業

平成３０年１０月２１日　千葉県知事許可（般－３０）第２９６３８号

電気工事業
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議案第  ５３  号  

 

 

財産の取得について  

市は、次の財産を取得する。  

令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

１  財 産 の 表 示   

（１）土  地 

所 在  流山市鰭ケ崎字背戸谷１６６２番１外７筆  

面 積  ４９，８７１平方メートル  

（２）建  物 

所   在  流山市鰭ケ崎字背戸谷１６６２番地１  

延 床 面 積  １８，０２４ .６５平方メートル  

２  取 得 の 目 的  南流山中学校移転先用地及び建物の取得  

３  取 得 金 額  ３，３９６，２６２，７２７円  

（１）内訳金額（土地） １，９９６，８６２，７２７円  

（２）内訳金額（建物） １，３９９，４００，０００円  

４  取得の相手方  流山市平和台１丁目１番地の１  

          流山市土地開発公社  

          理事長  石原  重雄  

           



参考資料1

土地の所在 地番 登記地目 現況地目 買収地積（㎡）

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １６６２番１ 学校用地 学校用地 48,577

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １６９１番３ 学校用地 学校用地 226

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １６９１番４ 学校用地 学校用地 74

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １７００番４ 学校用地 学校用地 209

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １７００番７ 学校用地 学校用地 63

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １８０５番１ 田 雑種地 242

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １８０５番５ 田 雑種地 23

流山市鰭ケ崎字背戸谷 １８０６番１ 田 雑種地 457

合計 49,871

土 地 目 録



参考資料2

種類 構造 延床面積（㎡）

校舎
鉄筋コンクリート造
７階建

4,054.77

校舎・事務所
鉄筋コンクリート造
陸屋根３階建

1,261.71

校舎
鉄骨鉄筋コンクリー
ト・鉄骨造陸屋根４
階建

5,408.98

校舎
鉄筋コンクリート造
陸屋根３階建

3,933.01

校舎・食堂
鉄筋コンクリート造
陸屋根２階建

1,282.42

体育館
鉄筋コンクリート・
鉄骨造アルミニュー
ム板ぶき２階建

1,392.44

ボイラー室
鉄筋コンクリート造
陸屋根平家建

43.50

校舎
鉄筋コンクリート造
陸屋根２階建

647.82

合計 18,024.65

建 物 目 録

建物の所在

流山市鰭ケ崎字背戸谷１６６２番地１
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議案第  ５５  号  

 

 

令和３年度流山市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度流山市介護保険特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員

の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 



議案第  ５６  号  

 

 

流山市文化財の保護に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて  

流山市文化財の保護に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。  

令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の一部改正に伴

い、地方公共団体による文化財の登録制度が創設されたことか

ら、当該制度の実施に必要な登録の基準、手続等について定め

るほか、これに伴い必要となる所要の改正を行うためである。  

 



流山市文化財の保護に関する条例の一部を改正する条例  

流山市文化財の保護に関する条例（昭和５１年流山市条例第１７号）

の一部を次のように改正する。  

目次中「～第４条」を「―第４条」に、  

「第２章  指定有形文化財（第５条～第１８条）  

を  
第３章  指定無形文化財（第１９条～第２４条）  

第４章  指定民俗文化財（第２５条～第３１条）  

第５章  指定史跡名勝天然記念物（第３２条～第３７条）」  

「第２章  有形文化財  

  第１節  指定有形文化財（第５条―第１８条）  

  第２節  登録有形文化財（第１８条の２―第１８条の８）  

に、  

第３章  無形文化財  

 第１節  指定無形文化財（第１９条―第２４条）  

 第２節  登録無形文化財（第２４条の２―第２４条の６）  

第４章  民俗文化財  

 第１節  指定民俗文化財（第２５条―第３１条の２）  

 第２節  登録民俗文化財（第３１条の３―第３１条の７）  

第５章  記念物  

 第１節  指定記念物（第３２条―第３７条）  

 第２節  登録記念物（第３７条の２・第３７条の３）   」  

「～第４２条」を「―第４２条」に、「～第４６条」を「―第４６条」

に、「～第５１条」を「―第５１条」に改める。  

第１条中「及び千葉県文化財保護条例（昭和３０年千葉県条例第８

号。以下「県条例」という。）の規定による指定を受けた文化財以外の

文化財で市内に存するもののうち重要なもの」を「第１８２条第２項及

び第３項の規定により、市内に存する文化財」に改める。  

第２条中「次に掲げるもの」を「法第２条第１項第１号から第４号ま

でに掲げる有形文化財、無形文化財、民俗文化財及び記念物」に改め、

同条各号を削る。  

「第２章  指定有形文化財」を「第２章  有形文化財」に改める。  

第２章中第５条の前に次の節名を付する。  

   第１節  指定有形文化財  

第５条第１項中「のうち」を「（法第２７条第１項の規定により指定



された重要文化財及び千葉県文化財保護条例（昭和３０年千葉県条例第

８号。以下「県条例」という。）第４条第１項の規定により指定された

指定有形文化財を除く。以下この条において同じ。）のうち市にとっ

て」に改め、同条第２項中「所有者又は権原に基づく占有者」を「所有

者等」に改める。  

第６条第５項中「市指定有形文化財の指定が解除された」を「第２項

において準用する前条第４項の規定による市指定有形文化財の指定の解

除の通知を受けたとき及び前項の規定による通知を受けた」に、「その

日から１０日以内に」を「速やかに」に改める。  

第７条第２項中「特別の事情のあるとき」を「当該市指定有形文化財

の適切な管理のため必要があるとき」に、「この章」を「この節」に改

め、同条第３項中「その日から１０日以内に」を「所有者は、速やか

に」に改める。  

第８条第１項中「所有者」を「所有者等」に、「変更しようとすると

きは、変更しようとする日の１５日以前に」を「変更したときは、速や

かに」に改め、同条第２項中「その日から１０日以内に」を「速やか

に」に改める。  

第９条の見出し中「き損」を「き損等」に改め、同条中「所有者」を

「所有者等」に改める。  

第１２条の見出し中「譲渡等」を「有償譲渡」に改める。  

第１４条第１項及び第３項中「現状の変更」を「現状変更」に改め

る。  

第１５条第１項中「前条」を「前条第１項」に改める。  

第１６条第５項中「第１項」を「第１項又は第２項」に、「責に」を

「責めに」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中「第１項」を

「第２項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項と

し、同条第２項中「前項の」を「第１項の規定による出品のために要す

る費用は、市の負担とし、前項の規定による」に改め、同項を同条第３

項とし、同条第１項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を

加える。  

  教育委員会は、市指定有形文化財の所有者に対し、一定の期限を指

定して教育委員会の行う公開の用に供するため当該市指定有形文化財

を出品することを勧告することができる。  



第２章中第１８条の次に次の１節を加える。  

   第２節  登録有形文化財  

 （登録）  

第１８条の２  教育委員会は、市内に存する市指定有形文化財以外の有

形文化財（法第２７条第１項の規定により指定された重要文化財及び

県条例第４条第１項の規定により指定された指定有形文化財並びに法

第５７条第１項の規定により登録された登録有形文化財及び県条例第

１９条の２第１項の規定により登録された登録有形文化財を除く。以

下この条において同じ。）のうち、その文化財としての価値に鑑み保

存及び活用のための措置が特に必要とされるものを流山市登録有形文

化財（以下「市登録有形文化財」という。）として登録することがで

きる。  

２  前項の規定による登録をするには、教育委員会は、あらかじめ、登

録しようとする有形文化財の所有者等の同意を得なければならない。

ただし、当該所有者等が判明しない場合は、この限りでない。  

３  第１項の規定による登録をするには、教育委員会は、あらかじめ、

流山市文化財審議会に諮問しなければならない。  

４  第１項の規定による登録は、その旨を公示するとともに、当該市登

録有形文化財の所有者等に通知して行う。  

５  第１項の規定による登録は、前項の規定による公示があった日から

その効力を生ずる。  

６  第１項の規定による登録をしたときは、教育委員会は、当該市登録

有形文化財の所有者に登録証を交付しなければならない。  

（抹消）  

第１８条の３  教育委員会は、市登録有形文化財について保存及び活用

のための措置を講ずる必要がなくなった場合その他特殊の事由がある

ときは、その登録を抹消することができる。  

２  前項の規定による登録の抹消には、前条第３項から第５項までの規

定を準用する。  

３  市登録有形文化財について法第２７条第１項の規定による指定若し

くは法第５７条第１項の規定による登録があったとき、県条例第４条

第１項の規定による指定若しくは県条例第１９条の２第１項の規定に

よる登録があったとき又は第５条第１項の規定による指定をしたとき



は、当該市登録有形文化財の登録は、抹消されたものとする。  

４  前項の場合には、教育委員会は速やかにその旨を公示するととも

に、当該市登録有形文化財の所有者等に通知しなければならない。  

５  第２項において準用する前条第４項の規定による市登録有形文化財

の登録の抹消の通知を受けたとき及び前項の規定による通知を受けた

ときは、当該市登録有形文化財の所有者は、速やかに当該市登録有形

文化財の登録証を教育委員会に返付しなければならない。  

 （所有者等の管理義務及び管理責任者）  

第１８条の４  市登録有形文化財の所有者等は、この条例及びこの条例

に基づく教育委員会規則に従い市登録有形文化財を管理しなければな

らない。  

２  市登録有形文化財の所有者は、当該市登録有形文化財の適切な管理

のために必要があるときは、専ら自己に代わり当該市登録有形文化財

の管理の責に任ずべき者（以下この節において「管理責任者」とい

う。）を選任することができる。  

３  市登録有形文化財の管理には、第７条第３項及び第８条から第１０

条までの規定を準用する。  

４  管理責任者には、第１項の規定を準用する。  

 （現状変更の届出等）  

第１８条の５  市登録有形文化財に関しその現状を変更しようとする者

は、あらかじめ、その旨を教育委員会に届け出なければならない。た

だし、維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置又は他の

法令の規定による現状変更を内容とする命令に基づく措置を執る場合

は、この限りでない。  

２  市登録有形文化財の保護上必要があると認めるときは、教育委員会

は、前項の届出に係る市登録有形文化財の現状変更に関し必要な指導

又は助言をすることができる。  

 （管理又は修理に関する技術的指導）  

第１８条の６  市登録有形文化財の所有者等（管理責任者がある場合

は、その者を含む。）は、教育委員会に市登録有形文化財の管理又は

修理に関し技術的な指導を求めることができる。  

 （公開）  

第１８条の７  市登録有形文化財の活用上必要があると認めるときは、



教育委員会は、市登録有形文化財の所有者に対し、市登録有形文化財

の公開及び当該公開に係る市登録有形文化財の管理に関し、必要な指

導又は助言をすることができる。  

（報告の請求）  

第１８条の８  教育委員会は、必要があると認めるときは、市登録有形

文化財の所有者等（管理責任者がある場合は、その者を含む。）に対

し、市登録有形文化財の現状又は管理若しくは修理の状況につき報告

を求めることができる。  

「第３章  指定無形文化財」を「第３章  無形文化財」に改める。  

第３章中第１９条の前に次の節名を付する。  

   第１節  指定無形文化財  

 第１９条第１項中「のうち」を「（法第７１条第１項の規定により指

定された重要無形文化財及び県条例第２０条第１項の規定により指定さ

れた指定無形文化財を除く。以下この条において同じ。）のうち市にと

って」に改め、同条第２項中「市指定無形文化財」を「無形文化財」

に、「無形文化財を」を「当該無形文化財を」に改め、同条第４項中

「による指定」の次に「及び第２項の規定による認定」を加え、「する

者」を「するもの」に改め、同条第５項中「市指定無形文化財」を「当

該市指定無形文化財」に改める。  

 第２０条第５項中「代表者」を「団体の代表者」に改める。  

第２１条中「その日から１０日以内に」を「速やかに」に改める。  

第２３条第２項中「第１６条第２項及び第４項」を「第１６条第３項

及び第５項」に改め、同条第３項中「一部を」の次に「予算の範囲内

で」を加える。  

第３章中第２４条の次に次の１節を加える。  

   第２節  登録無形文化財  

（登録）  

第２４条の２  教育委員会は、市内に存する市指定無形文化財以外の無

形文化財（法第７１条第１項の規定により指定された重要無形文化財

及び県条例第２０条第１項の規定により指定された指定無形文化財並

びに法第７６条の７第１項の規定により登録された登録無形文化財及

び県条例第２５条の２第１項の規定により登録された登録無形文化財

を除く。以下この条において同じ。）のうち、その文化財としての価



値に鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるものを流山市

登録無形文化財（以下「市登録無形文化財」という。）として登録す

ることができる。  

２  教育委員会は、前項の規定による登録をするに当たっては、当該無

形文化財の保持者又は保持団体を認定しなければならない。  

３  第１項の規定による登録又は前項の規定による認定をするには、教

育委員会は、あらかじめ、流山市文化財審議会に諮問しなければなら

ない。  

４  第１項の規定による登録及び第２項の規定による認定は、その旨を

公示するとともに、当該市登録無形文化財の保持者又は保持団体とし

て認定しようとするもの（保持団体にあっては、その代表者）に通知

して行う。  

５  教育委員会は、第１項の規定による登録をした後においても、当該

市登録無形文化財の保持者又は保持団体として追加認定することがで

きる。  

６  前項の規定による追加認定には、第３項及び第４項の規定を準用す

る。  

 （抹消）  

第２４条の３  教育委員会は、市登録無形文化財について保存及び活用

のための措置を講ずる必要がなくなった場合その他特殊の事由がある

ときは、その登録を抹消することができる。  

２  保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなったと認めら

れる場合又は保持団体がその構成員の異動のため保持団体として適当

でなくなったと認められる場合その他特殊の事由があるときは、教育

委員会は、その認定を解除することができる。  

３  第１項の規定による登録の抹消又は前項の規定による認定の解除に

は、前条第３項及び第４項の規定を準用する。  

４  市登録無形文化財について法第７１条第１項の規定による指定若し

くは法第７６条の７第１項の規定による登録があったとき、県条例第

２０条第１項の規定による指定若しくは県条例第２５条の２第１項の

規定による登録があったとき又は第１９条第１項の規定による指定を

したときは、当該市登録無形文化財の登録は、抹消されたものとす

る。  



５  前項の場合には、教育委員会は速やかにその旨を公示するととも

に、当該市登録無形文化財の保持者として認定されていた者又は保持

団体として認定されていた団体の代表者に通知しなければならない。  

６  保持者が死亡したとき又は保持団体が解散したとき（消滅したとき

を含む。以下この項及び次条において同じ。）は、保持者又は保持団

体の認定は解除されたものとし、保持者のすべてが死亡したとき又は

保持団体のすべてが解散したときは、当該市登録無形文化財の登録は

抹消されたものとする。この場合には、教育委員会は、その旨を公示

しなければならない。  

（保持者の氏名変更等）  

第２４条の４  保持者が氏名若しくは住所を変更し、又は死亡したとき

その他教育委員会規則の定める事由があるときは、保持者又はその相

続人は速やかに、その旨を教育委員会に届け出なければならない。保

持団体が名称、事務所の所在地若しくは代表者を変更し、構成員に異

動を生じ、又は解散したときも、代表者（保持団体が解散した場合に

あっては、代表者であった者）について同様とする。  

 （公開）  

第２４条の５  教育委員会は、市登録無形文化財の保持者又は保持団体

に対しては市登録無形文化財の公開に関して、市登録無形文化財の記

録の所有者に対してはその記録の公開に関して、必要な指導又は助言

をすることができる。  

（保存に関する指導又は助言）  

第２４条の６  教育委員会は、市登録無形文化財の保持者又は保持団体

その他その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存のた

め必要な指導又は助言をすることができる。  

「第４章  指定民俗文化財」を「第４章  民俗文化財」に改める。  

第４章中第２５条の前に次の節名を付する。  

   第１節  指定民俗文化財  

第２５条第１項中「有形の民俗文化財のうち」を「有形の民俗文化財

（法第７８条第１項の規定により指定された重要有形民俗文化財及び県

条例第２６条第１項の規定により指定された指定有形民俗文化財を除

く。）のうち市にとって」に、「無形の民俗文化財のうち」を「無形の

民俗文化財（法第７８条第１項の規定により指定された重要無形民俗文



化財及び県条例第２６条第１項の規定により指定された指定無形民俗文

化財を除く。）のうち市にとって」に改める。  

第２６条第２項中「規定を、」の次に「前項の規定による」を加え、

「前条第３項及び第４項」を「第１９条第３項及び前条第４項」に改

め、同条第３項中「、市指定有形民俗文化財」を「、当該市指定有形民

俗文化財」に改め、同条第４項中「第５条第４項」を「第６条第４項」

に改め、「規定を、」の次に「前項の規定による」を加え、同条第５項

中「市指定有形民俗文化財の指定が解除された」を「第２項において準

用する第５条第４項又は前項において準用する第６条第４項の規定によ

り、当該市指定有形民俗文化財の指定の解除の通知を受けた」に、「そ

の日から１０日以内に」を「速やかに」に改める。  

第２７条の見出しを「（市指定有形民俗文化財の管理）」に改める。  

第２９条中「、第１６条」を「及び第１６条」に改める。  

第３１条の見出し中「公開」を「記録の公開」に改める。  

第４章中第３１条の次に次の１条及び１節を加える。  

（市指定無形民俗文化財の保存に関する助言又は勧告）  

第３１条の２  教育委員会は、市指定無形民俗文化財の保存に当たるこ

とを適当と認める者に対し、その保存のため必要な助言又は勧告をす

ることができる。  

   第２節  登録民俗文化財  

（有形民俗文化財の登録）  

第３１条の３  教育委員会は、市内に存する市指定有形民俗文化財以外

の有形民俗文化財（法第７８条第１項の規定により指定された重要有

形民俗文化財及び県条例第２６条第１項の規定により指定された指定

有形民俗文化財並びに法第９０条第１項の規定により登録された登録

有形民俗文化財及び県条例第３２条の２第１項の規定により登録され

た登録有形民俗文化財を除く。）のうち、その文化財としての価値に

鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるものを流山市登録

有形民俗文化財（以下「市登録有形民俗文化財」という。）として登

録することができる。  

２  前項の規定による登録には、第１８条の２第２項から第６項までの

規定を準用する。  

３  市登録有形民俗文化財については、第２章第２節（第１８条の２を



除く。）の規定を準用する。この場合において、第１８条の５第１項

ただし書中「維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置又

は他の法令の規定による現状変更を内容とする命令に基づく措置を執

る場合」とあるのは、「教育委員会規則で定める場合」と読み替える

ものとする。  

（無形民俗文化財の登録）  

第３１条の４  教育委員会は、市内に存する市指定無形民俗文化財以外

の無形民俗文化財（法第７８条第１項の規定により指定された重要無

形民俗文化財及び県条例第２６条第１項の規定により指定された指定

無形民俗文化財並びに法第９０条の５第１項の規定により登録された

登録無形民俗文化財及び県条例第３２条の３第１項の規定により登録

された登録無形民俗文化財を除く。）のうち、その文化財としての価

値に鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるものを流山市

登録無形民俗文化財（以下「市登録無形民俗文化財」という。）とし

て登録することができる。  

２  前項の規定による登録には、第１８条の２第３項及び第２５条第４

項の規定を準用する。  

（市登録無形民俗文化財の登録の抹消）  

第３１条の５  教育委員会は、市登録無形民俗文化財についてその保存

及び活用のための措置を講ずる必要がなくなった場合その他特殊の事

由があるときは、その登録を抹消することができる。  

２  前項の規定による市登録無形民俗文化財の登録の抹消には、第２４

条の２第３項の規定を準用する。  

３  第１項の規定による市登録無形民俗文化財の登録の抹消は、その旨

を公示してする。  

４  市登録無形民俗文化財について、法第７８条第１項の規定による指

定若しくは法第９０条の５第１項の規定による登録があったとき、県

条例第２６条第１項の規定による指定若しくは県条例第３２条の３第

１項の規定による登録があったとき又は第２５条第１項の規定による

指定をしたときは、当該市登録無形民俗文化財の登録は、抹消された

ものとする。  

５  前項の場合には、教育委員会は、その旨を公示しなければならな

い。  



 （市登録無形民俗文化財の記録の公開）  

第３１条の６  教育委員会は、市登録無形民俗文化財の記録の所有者に

対し、その記録の公開に関して必要な指導又は助言をすることができ

る。  

 （市登録無形民俗文化財の保存に関する指導又は助言）  

第３１条の７  教育委員会は、市登録無形民俗文化財の保存に当たるこ

とを適当と認める者に対し、その保存のため必要な指導又は助言をす

ることができる。  

「第５章  指定史跡名勝天然記念物」を「第５章  記念物」に改め

る。  

第５章中第３２条の前に次の節名を付する。  

   第１節  指定記念物  

第３２条第１項中「のうち」を「（法第１０９条第１項の規定により

指定された史跡名勝天然記念物及び県条例第３４条第１項の規定により

指定された指定史跡名勝天然記念物を除く。）のうち市にとって」に、

「という」を「と総称する」に改め、同条第２項中「前項の規定」の次

に「による市指定記念物の指定をする」を加える。  

第３３条第３項中「第６条第４項」を「同条第４項」に改める。  

第３５条中「当該所有者」を「所有者（第３７条で準用する第７条第

２項の規定により選任した管理責任者がある場合は、その者）」に、

「１０日以内に」を「速やかに」に改める。  

第５章中第３７条の次に次の１節を加える。  

   第２節  登録記念物  

（登録）  

第３７条の２  教育委員会は、市内に存する市指定記念物以外の記念物

（法第１０９条第１項の規定により指定された史跡名勝天然記念物及

び県条例第３４条第１項の規定により指定された指定史跡名勝天然記

念物並びに法第１３２条第１項の規定により登録された登録記念物及

び県条例第３９条の２第１項の規定により登録された登録記念物を除

く。）のうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための

措置が特に必要とされるものを流山市登録記念物（以下「市登録記念

物」という。）として登録することができる。  

２  前項の規定による登録には、第３２条第２項の規定を準用する。  



（準用規定）  

第３７条の３  市登録記念物については、第１８条の３第１項から第４

項まで、第１８条の４から第１８条の６まで、第１８条の８及び第  

３５条の規定を準用する。この場合において、第１８条の４第３項中

「及び第８条から第１０条まで」とあるのは、「、第８条及び第９

条」と読み替えるものとする。  

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第  ５９  号  

 

 

令和３年度流山市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につい

て  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度流山市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を、別冊監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 



議案第  ６０  号  

 

 

令和３年度流山市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につ

いて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度流山市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、別冊監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 



議案第  ６１  号  

 

 

あっせんの申立てについて  

市は、次のとおりあっせんを申し立てる。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  申立ての相手方  

  東京都千代田区内幸町一丁目１番３号  

  東京電力ホールディングス株式会社  

  代表執行役社長  小早川  智明  

２  あっせんの申立先  

  東京都港区西新橋一丁目５番１３号  

  原子力損害賠償紛争解決センター  

３  申立額  

  ２７，４２３，３４７円  

４  申立ての趣旨  

  相手方に対し、本市が東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故

により、平成２９年４月１日から令和３年３月３１日までに被った損

害について、賠償をするよう求める。  

  なお、相手方が損害賠償額の一部支払に合意した場合、損害賠償を

求める額から当該一部合意額を除いた額であっせんを申し立てること

ができる。  

 

 

提案理由  東日本大震災による東京電力株式会社福島第一原子力発電所

事故に伴い本市が被った平成２９年４月１日から令和３年３月

３１日までの原子力損害について、相手方に対して賠償するよ

う精力的に交渉を行ってきたが、交渉に進展が見込まれないた

め、あっせんを申し立てるためである。  



議案第  ６２  号  

 

 

工事請負契約の締結について  

市は、次の工事請負契約を締結する。  

令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

１  契 約 の 名 称  ごみ焼却施設基幹的設備改良工事  

２  契 約 の 方 法  随意契約  

３  契 約 の 金 額  ７，９３５，４００，０００円  

（消費税及び地方消費税を含む。）  

４  契約の相手方  東京都大田区羽田旭町１１番１号  

          荏原環境プラント株式会社  

          営業第一部  部長  今井  孝治  

 



参考資料  

 

ごみ焼却施設基幹的設備改良工事概要  

 

１  工事場所  流山市大字下花輪１９１番地  

 

２  工事概要等  

（１）工事件名  ごみ焼却施設基幹的設備改良工事  

（２）概   要   

ア  機械設備工事  

次に掲げる設備の一部更新  

（ア）受入供給設備  

（イ）ガス化溶融設備  

（ウ）燃焼ガス冷却設備  

（エ）排ガス処理設備  

（オ）通風設備  

（カ）灰出し設備  

（キ）給水設備  

（ク）排水処理設備  

（ケ）電気設備  

（コ）計装制御設備  

（サ）雑設備  

（シ）建築設備  

イ  土木建築工事  

（ア）機械類基礎工事  

（イ）建屋工事  

（ウ）建築機械設備工事  

（エ）建築電気設備工事  

（オ）その他本工事に伴う復旧工事  

ウ  その他工事  

（ア）試運転及び運転指導  

（イ）予備品・消耗品（部分引渡日から２年分）、保護具、工具等  

（いずれも本工事に関係するものに限る。）の納入  



（ウ）仮設工事  

 

３  工   期  議会の議決の日の翌日から令和８年３月３１日まで  

 

４  設   計  東京都大田区羽田旭町１１番１号  

       荏原環境プラント株式会社  

 

５  施   工  東京都大田区羽田旭町１１番１号  

       荏原環境プラント株式会社  

 

６  工 事 費 ７，９３５，４００，０００円  

（消費税及び地方消費税を含む。）  



会 社 名

代 表 者

自 己 資 本 額

本　　　　　社

営　業　所　等

営 業 種 目

区　　　分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

過 去 ２ か 年 の 令和元年１２月期 23,052,476 5,289,918 28,342,394

平 均 完 成 工 事 高 令和２年１２月期 22,406,678 2,373,055 24,779,733

平　　　均 22,729,577 3,831,487 26,561,064

　工 事 名

  発 注 者

  工事金額 ４，７０８，８００，０００円

  工　　期 平成２８年８月１０日から平成３１年３月３１日まで

  受注形態 元請

　工 事 名

  発 注 者

  工事金額

  工　　期

  受注形態

　工 事 名

  発 注 者

  工事金額

  工　　期

  受注形態

東京都大田区羽田旭町１１番１号

東京都大田区羽田旭町１１番１号（営業第一部）

平成３０年６月２９日から令和３年３月１２日まで

令和３年５月２２日　国土交通大臣許可（特－３）第２１６９８号

清掃施設工事業、機械器具設置工事業、電気工事業ほか

土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業、電気工事業、管工事業、タ
イル・れんが・ブロック工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、塗装工事
業、機械器具設置工事業、水道施設工事業、清掃施設工事業、解体工事業

業    者    経    歴    表

荏原環境プラント株式会社

代表取締役社長　三好　敬久

１９，４８０，５００千円　（資本金額　５，８１２，７６５千円）

所 在 地

過去の主な工事経歴

酒々井リサイクル文化センターごみ焼却施設基幹的設備改良

工事

佐倉市、酒々井町清掃組合

環境クリーンセンター基幹改良工事

箕面市

平成３０年９月１日から令和４年３月３１日まで

元請

４，５３６，０００，０００円

許 可 年 月 日
及 び 番 号

元請

ごみ焼却施設基幹的設備改良工事

酒田地区広域行政組合

４，４１７，２００，０００円



受入供給設備 主な内容 効果 排ガス処理設備 主な内容 効果

ガス化溶融設備 主な内容 効果

通風設備 主な内容 効果

建築設備 主な内容 効果

燃焼ガス冷却設備 主な内容 効果

灰出し設備 主な内容 効果 給水設備 主な内容 効果

水砕トラフ ・機器更新 老朽化対策

電気設備 主な内容 効果

コントロールセンター ・機器更新
省エネ

老朽化対策

排水処理設備 主な内容 効果 計装制御設備 主な内容 効果 雑設備 主な内容 効果

省エネ
老朽化対策

溶融炉

給じん装置

低圧蒸気復水器

ガス化炉バーナー
溶融炉バーナー

・機器更新
・燃料を灯油から都市ガス
に変更

・機器更新
・プレミアムモータへの更新

ボイラ給水ポンプ

供給フィーダ
・機器更新
・インバータ機への更新

・機器更新
・インバータ機への更新

・溶融炉の天井ジャケット
部のボイラ水管への改造
・溶融炉内耐火物打替え

排水処理設備 老朽化対策

省エネ
老朽化対策

省エネ
老朽化対策

省エネ
老朽化対策

空気圧縮機

不燃物取出装置 機器冷却塔

中央監視制御装置
（DCS）

省エネ
安定燃焼

・機器更新
・プレミアムモータへの更新

・機器更新
・プレミアムモータへの更新

省エネ
老朽化対策

・機器更新
・プレミアムモータへの更新

省エネ
老朽化対策

省エネ
老朽化対策

省エネ
老朽化対策

　ごみ焼却施設基幹的設備改良工事の概要

ごみ破砕機 老朽化対策

省エネ
老朽化対策

老朽化対策

・機器更新

老朽化対策

ばいじん排出装置
・省エネ型バケットへの更新
・回生型巻上装置への更新

ごみクレーン

・機器更新
・プレミアムモータへの更新

誘引通風機
二次送風機
三次送風機

省エネ
老朽化対策

・プロセス改良に伴うハー
ド及びソフトの最新版への
更新

・機器更新
・インバータ機種への更新

・機器更新
・プレミアムモータへの更新
・過熱防止逆止方式の採用

・薬品注入ポンプの更新
・処理水槽のライニング補修

照明設備 省エネ

空調設備 省エネ

・工場棟内照明のLED化

・省エネタイプへの更新

ごみ焼却施設基幹的設備改良工事の主要な対象設備

CO2  削減
老朽化対策

スラグ分離コンベヤ
スラグ搬送コンベヤ

・下段触媒の更新

・塔内充填物の更新

触媒反応塔

排ガス洗浄塔

・機器更新
・プレミアムモータへの更新

ｴﾈﾙｷﾞｰ回収
老朽化対策

省エネ
老朽化対策

再資源化施設等へ

排ガス中の窒素酸化物を触媒の働きによってアンモ

ニアと反応させ分解するとともに、ダイオキシン類

も分解します。

取出装置

取出



議案第  ６５  号  

 

 

令和３年度流山市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度流山市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算を、別冊

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 



議案第  ６６  号  

 

 

   令和３年度流山市水道事業会計決算認定について  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定

により、令和３年度流山市水道事業会計決算を、別冊監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 



議案第  ６７  号  

 

 

   令和３年度流山市下水道事業会計決算認定について  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定

により、令和３年度流山市下水道事業会計決算を、別冊監査委員の意見

を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 



議案第  ６８  号  

 

 

   令和３年度流山市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について  

 令和３年度流山市水道事業会計未処分利益剰余金について、別紙のと

おり処分したいので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第

３２条第２項の規定により議会の議決を求める。  

  令和４年９月１日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  未処分利益剰余金の一部を一般会計への納付金として処分す

るためである。  

 



（単位：円）

資　　本　　金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金

当　年　度　末　残　高 12,519,693,638 944,295,683 2,228,107,402

議会の議決による処分額 △ 500,000,000

一般会計への納付 △ 500,000,000

1,392,125,202 △ 1,728,107,402

減債積立金への積立て

建設改良積立金への積立て △ 335,982,200

資本金への組入れ 1,392,125,202 △ 1,392,125,202

(繰越利益剰余金)
13,911,818,840 944,295,683

令和３年度流山市水道事業剰余金処分計算書

流山市水道事業及び下水道事業
の設置等に関する条例第８条に
よる処分額

処　分　後　残　高



議案第  ６９  号  

 

 

令和３年度流山市一般会計歳入歳出決算認定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和３年度流山市一般会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

  

 



報告第  １３  号  

 

 

   令和３年度健全化判断比率について  

 令和３年度流山市の健全化判断比率について、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定に

より、別冊監査委員の意見を付けて報告する。  

  令和４年９月１日報告  

流山市長   井  崎  義  治    



令和３年度健全化判断比率  

（単位：％）  

 

実質赤字比率  

 

 

連結実質赤字比率  

 

実質公債費比率  

 

将来負担比率  

 

－  

 

 

－  

 

１．１  

 

４５．１  

 

 



報告第  １４  号  

 

 

   令和３年度資金不足比率について  

 令和３年度流山市の公営企業会計に係る資金不足比率について、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第  

２２条第１項の規定により、別冊監査委員の意見を付けて報告する。  

  令和４年９月１日報告  

流山市長   井  崎  義  治    



令和３年度公営企業会計に係る資金不足比率  

（単位：％）  

流山市土地区画整理事

業特別会計  
流山市水道事業会計  

 

流山市下水道事業会計  

 

 

－  

 

 

－  

 

 

－  

 

 

 



報告第  １５  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

令和４年９月１日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  公用車の物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定につい

て専決処分したので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

令和４年５月１２日   

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  事   件   名  健康福祉部社会福祉課の職員が公務のため、訪

問先付近の駐車場において、公用車で後進によ

り駐車しようとした際、駐車中の相手方車両と

接触したことによる当該相手方車両の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和４年２月１８日  

３  発 生 場 所  柏市名戸ケ谷８８８番地１  

４  相 手 方  柏市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和４年５月１２日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ３１５，０２９円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

令和４年５月３０日   

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  事   件   名  健康福祉部介護支援課の職員が公務のため公用

車を運転中に、丁字路を左折するため一時停止

していたところ、左側から右折してきた相手方

車両が当該公用車の左前方に接触したことによ

る当該公用車の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和４年３月１１日  

３  発 生 場 所  流山市大畔２６番２地先  

４  相 手 方  流山市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和４年５月３０日  

７  和 解 の 要 旨  相 手 方 の 損 害 額 ６ ９ ５ ， ８ １ ６ 円 の う ち 、 

６９ ,５８２円を市が負担する。  

           市 の 損 害 額 ３ ３ ３ ， ７ ３ ３ 円 の う ち 、 

３００，３６０円を相手方が負担する。  

           双 方 の 責 任 額 を 差 し 引 き 、 そ の 差 額 で あ る 

２３０，７７８円を相手方が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ６９，５８２円  



報告第  １６  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和４年９月１日報告  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  学校敷地内で発生した物損事故に係る和解及び損害賠償の額

の決定について専決処分したので、報告するためである。  

  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

令和４年８月５日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  流山市立東深井小学校の職員が、草刈機で当該  

小学校駐車場の除草作業をしていたところ、飛  

び石により当該駐車場に駐車していた相手方の  

自家用車の窓等を破損させたことによる物損事  

故  

２  発 生 年 月 日  令和４年５月１２日  

３  発 生 場 所  流山市東深井８７９番地の２  

（流山市立東深井小学校駐車場内）  

４  相 手 方  柏市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和４年８月５日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ３５３，８０６円  


